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※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

第一次交付限度額

第二次交付限度額

交付対象経費 第三次交付限度額（地方単独分） 1,010,841                       
1/23以降緊急事態措置等

に係る別途算定額

国庫補助事業費 第三次交付限度額（補助裏分） 91,325                           うち法定率事業分 17,320       

地方単独事業費
第三次交付限度額のうち

本省繰越希望額
（第三次地単分＋法定率事業分以内）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

4,996,247 233,458 113,992 4,245,419 - 636,836 - 

1 ○ 単

県・市町村連
携新型コロナ
ウイルス拡大
防止協力企業
等特別支援事
業

―

①②長野県と市町村が連携して実施する、休業要請に応
じた事業所に対する協力金等給付事業への市町村協力
金（１事業所当たり県20万円・市町村10万円の計30万円
を給付）
③1,392事業所×10万円（市町村協力金分）
④長野県（事業者へは県から給付）

○ ○ － － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R2.10 139,200 139,200 
R2補正
（地）

2 ○ 単
新型コロナウ
イルス対策持
続化支援事業

―

①国の持続化補助金の補助採択を受け販路拡大等に取
り組む小規模事業者について、事業者負担の軽減を図る
ため、上乗せ補助を実施
②a.国の持続化補助金(一般型)の採択を受けた事業者の
うちコロナ感染症加点を受けている事業者(a)：国補助金
充当後の事業者負担の1/2以内（上限12.5万円）、
b.国の持続化補助金（コロナ特別対応型）の採択を受け
た事業者(b)：国・県補助金充当後の事業者負担の1/2以
内（上限7.5万円）
③（a.上限額12.5万円＋b.上限額7.5万円）÷2×146.3件
=14,630千円
④国の持続化補助金の補助採択を受けている事業者

－ ○ － － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 14,630 14,630 
R2補正
（地）

3 単
新型コロナウ
イルス特別給
付金事業

―

①地域経済に与える影響が拡大・長期化していることか
ら、市内事業者の事業継続を支援するため、給付金を支
給するもの。
②売上が前年同月比50％以上減少している個人事業主
（個人事業主のうち80％が申請と試算）：20万円(店舗家
賃なしの場合は10万円)、宿泊事業者：客室定員×1万円
(上限300万円)
③a.個人事業主のうち店舗家賃あり(約9割)：3,595事業所
×80％×9割×200千円＝517,680千円
b.個人事業主のうち店舗家賃なし(約1割)：3,595事業所×
80％×1割×100千円＝28,760千円
c.宿泊事業者：市内宿泊施設客室定員16,734人×10千円
＝167,340千円　　　　　　　　a＋b＋c=713,780千円
④事業者

－ ○ － － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 713,780 713,780 
R2補正
（地）

4 単

中小企業金融
対策事業費
（新型コロナ
ウイルス対策
特別資金）

―

①市内中小企業者の資金繰り支援と地域経済の安定の
ため、新型コロナウイルス対策特別資金を新設し、信用
保証料の補助と利子補給を行い、事業者の負担軽減を
図るもの
②中小企業金融対策資金信用保証料　981,070千円
　　　　　　　　　〃　　　　　　　資金利子 　99,960千円
③・信用保証料　981,070千円
　1,858件×保証料見込/1件498,025円≒925,330千円
　据置2年に条件変更した場合の増分
　  874件×追加保証料見込/1件63,775円≒55,740千円
　 ・資金利子補給　99,960千円
　1,858件×補給額見込/1件　53,798円≒99,960千円
④市内中小企業者

－ － － － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 1,081,030 1,081,030 
R2補正
（地）

5 ○ 単 36
防災関係費
（防護服の購
入）

―

①新型コロナウイルスに汚染された施設の消毒作業にあ
たる際に使用する防護服を備蓄するもの
②防護服購入経費（消耗品費）
③@5,116円×3,000着（病院2,700着、診療所100着、庁舎
内100着、小中学校100着）
④防災物資ターミナルに備蓄し、有事の際、各施設に供
出

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.9 15,348 15,348 
R2補正
（地）

6 ○ 単 OA化推進費 ―

①新型コロナウイルス感染症対策とし、執務室に勤務す
る職員の削減を行うため、在宅勤務及びモバイルワーク
でも利用できるタブレットパソコンを各課に配備し、合わせ
て電子会議システムを導入するもの
②タブレットPC初期設定委託料・借上料　7,630千円…a
　 会議資料配布システム使用料　1,590千円…b
③a…初期設定委託料1,600千円(@10,000円×160台)
　　＋端末借上料6,030千円（@6,281円×160台×6カ月)
　 b…初期費用400千円
　　＋使用料1,190千円（@990円×200ライセンス×6カ月）
④対象者：職員・配備対象施設：庁舎及び市有施設

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

④行政IT化 R2.10 R3.3 9,220 9,220 
R2補正
（地）

2,016,407                                                                                

4,245,419                                                      第三次配分予定額
（本省繰越希望額を除く）

1,102,166               

地方公共団体名 松本市 第二次配分額 2,016,407               

★★令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 長野県 第一次配分額 633,265                  633,265                                                                                  

合計

Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

移替先 総務省 3,751,838                                                                                

107,779                                                        本省繰越予定額                            -

-                                                                                           4,137,640                                                      配分予定額計 3,751,838               

確
認
済
み
事
業
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

7 単

中小企業振興
費（松本市消
費応援キャン
ペーン実行委
員会負担金）

―

①コロナ感染拡大により影響を受けた地域経済活性化を
目的とした消費促進事業
②実行委員会への負担金（プレミアム商品券　596,900千
円＋キャッシュレス決済ポイント還元　803,100千円）
③プレミアム商品券…@3,000円（プレミアム分）×17万
セット＝510,000千円・事務経費86,900千円（印刷費
23,620千円、広報費860千円、販売換金手数料47,650千
円、委託料8,250千円、通信運搬費4,750千円、事務費他
1,770千円）　キャッシュレス決済ポイント還元…890,750千
円（還元ポイント（業者試算））・事務経費12,350千円（印
刷費3,410千円、広報費4,920千円、委託料2,490千円、通
信運搬費320千円、事務費他1,210千円）　県補助金
589,055千円
④松本市消費応援キャンペーン実行委員会

－ － － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

⑲商品券・旅
行券

R2.7 R3.3 1,500,000 910,945 589,055 
R2補正
（地）

8 ○ 単

創業者支援事
業費（新規開
業家賃補助
金）

―

①前年度の営業実績が無いがために、国がコロナ対策と
して実施する持続化給付金の支援を受けられない新規創
業者の固定費負担の軽減
②R2.1.1～R3.3.31に創業し、新規開業家賃補助の交付
決定を受けた者への家賃補助金率の引上げ（1年目のみ
補助率3/10→6/10に引上げ、上限16万円/月）
③R2.2審査会1,005千円（＠50,250円×2事業者×10カ
月）、R2.5審査会5,319千円（＠40,296円×12事業者×11
カ月）、R2.8審査会1,340千円（＠23,935円×7事業者×8
カ月）、R2.11審査会2,418千円（＠40,296円×12事業者×
5カ月）、R3.2審査会968千円（＠40,296円×12事業者×2
カ月）
④R2.1.1～R3.3.31に創業し、新規開業家賃補助の交付
決定を受けた者

－ ○ ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 11,050 11,050 
R2補正
（地）

9 ○ 単

観光戦略推進
事業費（地元
観光促進事業
助成金）

―

①コロナウイルスの影響により、旅行が自粛される中、市
民に娯楽を、宿泊業者にはお客を、旅行事業者には新た
な商品と販路を提供するもの
②市民対象の市内旅行商品の造成、販売、広告宣伝、プ
レミアム分
③販売促進費3,080千円（造成費100千円×2団体＋販売
業務補助@2,400円×利用者目標1,200人）＋広告宣伝費
2,904千円（地元紙掲載料1,452千円×2団体）＋プレミア
ム補てん分3,600千円（3,000円×利用者目標1,200人）
 ※補助対象事業費の内訳「その他」2,500千円は寄附金
④松本市内に事務所を有する旅行業法第3条に基づく登
録業者5者以上の会員を有する法人格の団体（松本市内
では2団体が対象）

－ － － － － －

Ⅲ-１．観光・
運輸業、飲食
業、イベント・

エンターテイン
メント事業等
に対する支援

⑱新たな旅行 R2.7 R3.3 9,584 7,084 2,500 
R2補正
（地）

10 ○ 単 106
松本市子育て
世帯臨時特別
給付金事業費

―

①国の「子育て世帯臨時特別給付金」の対象から外れた
高校２、３年生、児童手当特例給付（所得超過）及び令和
2年4月1日～8月31日までに出生した新生児に対し、国の
給付額と同額を給付し、世帯を支援するもの
②扶助費及び事務手数料
③扶助費83,800千円（8,380人×10,000円）＋事務手数料
5,510千円（システム改修委託料3,210千円＋事務費2,300
千円（郵送1,250千円、消耗品120千円、振込手数料930
千円）
④国の「子育て世帯臨時特別給付金」の対象から外れた
高校２、３年生、児童手当特例給付（所得超過）及び令和
2年4月1日～8月31日までに出生した新生児を養育する
世帯主に支給

－ － － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.8 R3.3 89,310 89,310 

市ホームページに掲載
「http://www.city.matsumoto.nag
ano.jp/kodomo/kosodateshien/jo
sei/kosodatekyufu.html」

R2補正
（地）

11 ○ 単

松本市子育て
世帯臨時特別
給付金事業費
②

―

①国の「ひとり親世帯臨時特別給付金」の対象世帯を除
く、就学援助受給世帯（同程度の収入世帯）に対し、国の
給付額と同額を給付し、世帯を支援するもの
②扶助費及び事務手数料
③扶助費59,500千円（1人目児童926人×50,000円＋2人
目以降児童440人×30,000円）＋事務手数料1,290千円
（システム改修委託料1,020千円＋事務費270千円（郵
送、消耗品、振込手数料）
④国の「ひとり親世帯臨時特別給付金」の対象世帯を除
く、就学援助受給世帯（同程度の収入世帯）

－ － － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.8 R3.3 60,790 60,790 

市ホームページに掲載
「http://www.city.matsumoto.nag
ano.jp/kodomo/kosodateshien/jo
sei/rinjikyuufu.html」

R2補正
（地）

12 ○ 単

新型コロナウ
イルス対策公
共交通運行支
援事業

―

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、利用者
が減少したことにことから、運行の継続が難しい状況であ
るため、減便等による３密の回避と市民の足を確保・維持
することを目的に、交通事業者の路線バス・鉄道事業を
継続するための費用の一部を補助するもの
②事業者への補助金
③路線バス・鉄道の３密を回避し、通常運行を継続するた
めの経費について、交通事業者からの補助要請を元に、
査定・協議を行い決定
路線バス：交通事業者の要求額が258,196千円であった
ため、半額の129,098千円を補助
鉄道：交通事業者の支援要求額が74,462千円であったた
め、半額の37,231千円を補助
④交通事業者（アルピコ交通）

－ ○ － ○ － －

Ⅲ-１．観光・
運輸業、飲食
業、イベント・

エンターテイン
メント事業等
に対する支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R2.9 166,329 166,329 -         
R2補正
（地）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

13 単

上高地線事業
継続安全運行
支援事業（点
検・修繕補
助）

―

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、鉄道事
業の存続が危ぶまれる状況であることから、収益の悪化
が見込まれる地域鉄道業者に公共交通の維持のため、
長野県と協調し、補助するもの
②事業者への補助金
③車両点検、まくら木・レール交換に係る経費の1/3
　経費総額30,591千円（17,500千円＋5,000千円＋8,091
千円）×1/3
　※ 県、市、地域鉄道事業者負担額　各10,197千円
④交通事業者（アルピコ交通）（県補助金は、県から事業
者へ直接交付）

－ － － ○ － －

Ⅲ-１．観光・
運輸業、飲食
業、イベント・

エンターテイン
メント事業等
に対する支援

㉑いずれも該
当しない

R2.7 R3.3 30,591 10,197 20,394 -         
R2補正
（地）

14 ○ 単
周遊バス運行
事業費

―

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、利用者
が減少したことから、運行の継続が難しい状況であるた
め、市民の足の確保・維持を目的に、公設民営の周遊バ
ス（タウンスニーカー）の運行を継続させるため、運行負
担金を増額するもの
②事業者への負担金
③6月の実績が53.84％（前年度比）であることを基に7月
以降の負担見込額を算出すると、1月以降の負担金が不
足することから、3密の回避と市民の足として運行を継続
させるための経費を増額するもの
1月9,584千円、2月9,415千円、3月10,469千円、計29,468
千円
④交通事業者（アルピコ交通）

－ ○ － ○ － －

Ⅲ-１．観光・
運輸業、飲食
業、イベント・

エンターテイン
メント事業等
に対する支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 29,468 29,468 -         
R2補正
（地）

15 ○ 単 防災関係費 ―

①新型コロナウイルス対策として、避難所開設時や、感染
のまん延対策用として、新たに必要になった備蓄物資を
整備するもの
②備品購入費、消耗品費
③発災から3日目までの期間に必要な物資を備蓄。感染
のまん延の備えについては、各部署へ必要数を照会し、
とりまとめて購入。消耗品費19,386千円（手指用消毒液
3,104,640円@1,400円×224本×9カ月×1.1、指定避難所
備蓄用消耗品14,104,721円 @88,553円×（指定避難所
156カ所＋防災物資ターミナル1カ所（計算上は25カ所分）
×1.1×0.8（査定）、第二波対策用備蓄物資2,177,604円
（（フェイスシールド3,444枚×@300円＋マスク475箱×
@662円＋手袋439箱×@1,100円＋ガウン460枚×@1,400
円）×1.1×0.8（査定））、備品購入費4,833千円（（（非接触
型体温計 246台×@12,000円）＋（プライベートルーム 42
張×@60,500円））×1.1×0.8（査定））
④避難所運営関係者（町会役員等）

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 24,219 24,219 -         
R2補正
（地）

16 ○ 単
児童館冷房設
置

―

①児童館等の部屋に冷房を整備するもの。発熱に備え事
務室に静養室としての機能を持たせるとともに、児童が利
用する部屋については三密を回避するため、未設置の部
屋すべてに実施するもの（冷房のある特定の部屋に児童
が集中しないよう、全部屋に整備を実施するもの）
②工事請負費
③対象２６室。各部屋ごと、個別に業者見積を徴取し、積
算（一部屋あたりの平均事業費@885,500円×26室）
④市内児童センター、児童館　20施設

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

①３密対策 R2.9 R3.3 23,023 23,023 -         
R2補正
（地）

17 ○ 単
こどものインフ
ルエンザ予防
接種助成事業

―

①新型コロナウイルス感染症と、インフルエンザの同時期
の感染拡大を回避するため、生後6カ月～小学校6年生ま
での児童対象のインフルエンザワクチン接種について、
費用の1/2を公費で負担し、その予防に努めるもの
②予防接種委託料他
③予防接種委託料39,000千円（接種対象者26,000人×接
種率50％×@1,500円（市内医療機関の平均値）×2回）、
臨時的任用職員報酬440千円、印刷費（広報まつもと）
130千円、郵送料（接種券等）2,140千円、印刷・封入・封
かん委託料2,700千円
④生後6カ月～小学校6年生までの児童（を扶養する保護
者）

－ － － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 44,410 44,410 -         
R2補正
（地）

18 ○ 単
公設地方卸売
市場家賃支援
給付金

―

①新型コロナウイルス感染拡大により業績が悪化してい
る卸売事業者（市場入場事業者）の内、国が実施する家
賃支援給付金制度の給付要件から外れるものに、家賃
相当額の一部を支給するもの
②補助金
③４～６月の実績（8事業者×平均月数2.5カ月×平均月
当たり単価103,500円）
④市場入場事業者

－ － ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 2,070 2,070 -         
R2補正
（地）

19 ○ 補 103
公立学校情報
機器整備費補
助金

文科

（学校からの遠隔学習機能の強化事業・GIGAスクールサ
ポーター配置支援事業）
①GIGAスクールの推進
②遠隔通信用機器（Webカメラ、マイク）の購入、GIGAス
クールサポーターの配置（23人配置を予定）に係る費用
に充当
③遠隔通信用機器：18,305円×220台＝4,027千円
　サポーター配置：48,651千円(@352,550円×6カ月×23
人)
　総事業費52,678千円のうち国庫補助対象50,366千円
④小中学校

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

⑨教育 R2.11 R3.3 50,366 50,366 25,182 25,184 
R2補正
（国）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

20 単 103

公立学校情報
機器整備費補
助金（単独
分）

―

上記の単独分
①GIGAスクールの推進
②遠隔通信用機器（Webカメラ、マイク）の購入、GIGAス
クールサポーターの配置（23人配置を予定）に係る費用
に充当
③遠隔通信用機器：18,305円×220台＝4,027千円
　サポーター配置：48,651千円(@352,550円×6カ月×23
人)
　総額52,678千円-50,366千円＝2,312千円
④小中学校

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

⑨教育 R2.11 R3.3 2,312 2,312 
公立学校情報機器整
備費補助金（文部科学
省）

R2補正
（地）

21 単 103

GIGAスクール
構想推進事業
費（単独分
①）

―

①②新型コロナウイルス感染症による学校の臨時休業等
緊急時においても、ICTの活用により全ての子どもたちの
学びを保障できる環境を早急に実現するため、小中学校
の児童生徒用及び教職員用タブレット端末機をリースに
より整備するもの（リース期間Ｒ3.3-Ｒ8.2のため1カ月の
リース料のみ計上）
③
・タブレット端末代（３人に１台分＋教師授業用機器）
　Ａ＜小学校低学年、特支学級＞77,990円×2,392台＝
186,552,080円
　Ｂ＜小学校高学年、中学校＞71,390円×4,277台＝
305,335,030円
　　　　　Ａ＋Ｂ　計　491,887,110円
・タブレット端末代（３人に２台分）国庫補助事業継足分
　Ｃ＜小学校低学年、特支学級＞
　一般校：(77,990円-45,000円)×4,192台＝138,294,080円
　特別加算校：(77,990円-45,900円)×12台＝385,080円
　Ｄ＜小学校高学年、中学校＞
　一般校：(71,390円-45,000円)×7,892台＝208,269,880円
　特別加算校：(71,390円-45,900円)×25台＝637,250円
　　　　　Ｃ＋Ｄ　計　347,586,290円
　Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ　合計　839,473,400円
839,473,400×料率1.8％×1カ月＝15,110,521円
④小中学校

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

⑨教育 R3.3 R3.3 15,110 15,110 
公立学校情報機器整
備費補助金（文部科学
省）

R2補正
（地）

22 ○ 単 103

GIGAスクール
構想推進事業
費（単独分
②）

―

①②新型コロナウイルス感染症による学校の臨時休業等
緊急時においても、ICTの活用により全ての子どもたちの
学びを保障できる環境を早急に実現するため、学校から
の遠隔授業配信に対応するためのインターネット回線の
プロバイダ料や児童生徒貸出用モバイルWi-Fiルーター
の通信費に充当するもの
③インターネットプロバイダ料金：＠1,320円×45校×2カ
月＝118,800円
モバイルWi-Fiルーター通信費：＠860円×1,713台×2カ
月＝2,946,360円
計　3,065,160円
④小中学校

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

⑨教育 R3.2 R3.3 3,065 3,065 
R2補正
（地）

23 ○ 単

中小企業金融
対策事業費
（新型コロナ
ウイルス対策
特別資金）

―

①市内中小企業者の経営安定と地域経済の安定のた
め、資金借入を援助し、事業者の負担軽減を図るもの
②中小企業金融対策資金利子補給：441,250千円
　　（R3～R6分）
③
　R3 1,858件×補給額見込/1件102,847 円≒191,090千
円
　R4 1,858件×補給額見込/1件  94,421 円≒175,434千
円
  R5 1,858件×補給額見込/1件   39,579円≒  73,537千
円
  R6     35件×補給額見込/1件   33,971円≒    1,189千
円
④市内中小事業者

－ － － － － 〇

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.4以降 441,250 441,250 

基金として積み立てを
行い、令和２年度中の
融資実績に対する利
子分を補助していくた
め。（年0.8%の10/10を
3年間負担するもの）

R2補正
（地）

24 補
子ども・子育
て支援交付金

内閣府

①②新型コロナウイルス感染症対策に伴う小学校の臨時
休業により、平日において午前中から放課後児童健全育
成事業実施施設を開所するため事務費、人件費への補
助及び感染拡大防止ため利用自粛要請した際の利用料
の日割り返金への補助。
③
・開所支援事業
   ７施設の実支出額計　　381,053円
・人材確保支援事業（40施設分実績）
　3,000人(延べ）×日額平均　6,162円≒18,484,200円
・障害児受入推進事業（40施設分実績）
　1,700人(延べ)×日額平均　4,792円≒8,146,071円
・障害児受入強化推進事業（20施設分実績）
　900人(延べ)×日額平均　5,152円≒4,636,288円
・利用料減免事業(4月・5月返金分）
　対象者　3,402人　　　補助対象還付額　11,335,410円
 ※ うち本臨時交付金の充当対象経費は30,253千円
④放課後児童健全育成事業実施事業所(利用料除く)及
び松本市(利用料のみ)

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 30,253 30,253 10,084 10,085 10,084 
R2補正
（国）

25 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業）
①学校再開等にあたり集団感染のリスクを避けるため、
学校設置者が実施する保健衛生用品等の整備に必要な
経費を補助することにより、幼児、児童及び生徒が安心し
て学ぶことができる体制の整備を促進する。
②アルコール、手洗い石けん、非接触式体温計等感染症
対策消耗品の購入
③児童生徒数18,022人×340円
④学校教育課で一括購入し、市内小中学校に配布

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 6,127 6,127 3,063 3,064 
R2補正
（国）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

Ｎｏ

補
助
・
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独

事
例
集
事
例
番
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交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

26 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事
業）
①各学校が感染症対策等を徹底しながら、夏季休暇期間
の短縮等により研修機会を逸した教職員に対し研修に必
要な経費を支援する取組及び児童生徒の学習保障をす
るため取組を実践するにあたり、学校教育活動の円滑な
運営を支援
②
ア：感染症対策等
　　　…感染症対策に必要となる物品の購入等経費
　　　　　34,560千円（消毒液、石けん、清掃用物品等）
イ：教職員の資質向上等
　　　…研修等に参加等するための経費
　　　　　5,760千円（受講料、図書購入等）
ウ：学習保障
　　…教育活動や家庭学習を実施する際に生じる経費
　　　　17,280千円（教材費、コピー用紙、インク、トナー
等）
③小中学校児童生徒数1-300人40万円×18校
　　　　　　　　　　　　　　　　300-500人60万円×20校
　　　　　　　　　　　　　　　　501人以上80万円×12校
④学校教育課で一括発注または各学校へ予算を配当し
学校で購入

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 72,000 72,000 36,000 36,000 
R2補正
（国）

27 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業）
①学校再開等にあたり集団感染のリスクを避けるため、
学校設置者が実施する保健衛生用品等の整備に必要な
経費を補助することにより、生徒が安心して学ぶことがで
きる体制の整備を促進する。
②アルコール、手洗い石けん、非接触式体温計等感染症
対策消耗品の購入
③松本市分74人×340円＝25,160円
④松本市・山形村・朝日村中学校組合

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 147 147 73 13 61 
R2補正
（国）

28 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事
業）
①学校が学校再開に際して、感染症対策を徹底しながら
生徒の学習保障をするための新たな試みを実施するにあ
たり、校長の判断で迅速かつ柔軟に対応することができ
るよう、学校教育活動の再開を支援する経費を補助す
る。
②密閉・密集・密接を回避し、生徒・教職員等の感染症対
策に必要となる物品の購入、夏季休業期間短縮等に伴う
熱中症対策等に係る経費、子どもたちの学習支援経費
③中学校生徒数　301-500人75万円×１校
　　　補助対象事業費1,500千円×74人÷435人＝
255,172円
　　（※松本市分の金額を算出）
④松本市・山形村・朝日村中学校組合

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 1,500 1,500 750 128 622 
R2補正
（国）

29 補
公立学校情報
機器整備費補
助金

文科

（学校からの遠隔学習機能の強化事業）
①GIGAスクールの推進
②遠隔通信用機器（Webカメラ、マイク）の購入に係る費
用に充当
③実支出見込額　20,339円×3台＝61,017円…A
　補助上限額　35,000円…B
　国庫補助対象額（AとBの小さい方）　35,000円…C
　松本市分補助対象額　35,000円×74人÷435人=5,954
円
④松本市・山形村・朝日村中学校組合

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

⑨教育 R2.8 R3.3 35 35 17 3 15 
R2補正
（国）

30 補
公立学校情報
機器整備費補
助金

文科

（GIGAスクールサポーター配置支援事業）
①GIGAスクールの推進
②GIGAスクールサポーターの配置（1人配置）に係る費用
に充当
③実支出見込額　2,115,300円…A
　標準補助額　1,150,000円…B
　補助金要望額（A×1/2）　1,057,000円…C（千円未満切
捨）
　交付申請額（BとCの小さい方）　1,057,000円…D
　松本市分補助対象額　D×2×74人÷435人=359,623円
④松本市・山形村・朝日村中学校組合

－ － － － － －

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

⑨教育 R2.10 R3.3 2,115 2,115 1,057 180 878 
R2補正
（国）

31 補
学校臨時休業
対策費補助金

文科

（学校給食費返還等事業）
①学校の設置者が学校の臨時休業に伴う学校給食休止
に係る学校給食費を保護者に対して返還等するための経
費を支援する事業に対して補助を行うことにより、保護者
の負担軽減等に資することを目的とする。
②学校の設置者がキャンセルせずに事業者から購入した
食材に係る経費及び事業者に対して既に発注されていた
食材にかかる違約金等
③交付対象経費　126,615円…A
　松本市分交付対象経費　A×74÷435人=21,539円
④松本市・山形村・朝日村中学校組合

－ － － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 126 126 94 5 27 
R元予備
費（国）
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支援

特定事業
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事業
始期

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

32 補 －
学校臨時休業
対策費補助金

文科

（学校給食費返還等事業）
①小中学校の臨時休業に伴い学校給食が休止になり、
食材をキャンセル等したことにより発生した給食食材納入
事業者の損害分を支援するもの
②キャンセルした主食（炊飯、パン、めん）・食材及び牛乳
の加工に要する経費
③主食及び食材の加工賃については、加工単価×０．９
（実際に加工していないことから消費税を含まない金
額）、　牛乳の請求単価は、加工単価×０．８で積算
④主食・食材・牛乳の納入事業者

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 9,109 9,109 6,832 2,277 
R元予備
費（国）

33 補
疾病予防対策
事業費等補助
金

厚労

（新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高
齢者等への検査助成事業）
①感染拡大や重症化を防止するため、高齢者や基礎疾
患のある人に対し、希望により行う抗原定量検査を医療
機関で実施し、その費用の一部を委託料及び負担金で支
払うもの
②医療機関で抗原定量検査に要した費用の一部
・委託料（松本医師会医療機関分）
・負担金（松本市立病院分）
※ 検査費用が委託料及び負担金を越える分は本人負担
とするもの
③1検体あたり上限額×人数
・委託料 １検体あたり7,500円×250人＝1,875千円
・負担金 １検体あたり7,500円×250人＝1,875千円
④65歳以上の高齢者又は基礎疾患のある者

－ － － － － －
Ⅰ-２．検査体
制の強化と感
染の早期発見

㉑いずれも該
当しない

R2.12 R3.3 3,750 3,750 1,875 1,875 
R2予備費

（国）

34 補
母子保健衛生
費補助金

厚労

（新型コロナウイルス感染症の流行下における妊産婦総
合対策事業）
①新型コロナウイルス感染の不安から、外出を自粛する
母子に対して、ビデオ通話によるオンラインでの健康相談
や教室を行うことにより、母親に寄り添った総合的な支援
を行うもの
②・回線新規契約事務手数料 20千円・・・a
　 ・タブレット購入費用　310千円・・・b
③a・・・手数料　　　＠　3,000円×4回線×1.1
　 b・・・備品購入費＠70,560円×4台×1.1
④職員・配備対象施設：松本市保健センター

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

④行政IT化 R2.12 R2.12 330 330 165 165 

市ホームページに掲載
https://www.city.matsumoto.nag
ano.jp/smph/kodomo/kosodates
hien/yobou/ikuji.html#cms1C02A

R2補正
（国）

35 単

障害福祉サー
ビス事業所に
おける新型コ
ロナウイルス
感染症の自主
検査費用補助
事業

―

①障害福祉サービス事業所のうち、感染者等が発生した
場合にクラスターが生じる危険性が高い共同生活援助事
業所（グループホーム）が自主的に従業者等に対して
行ったＰＣＲ検査の費用について補助するもの
②検査料金、検体の郵送、配送料等その他検査を受ける
ために必要な経費（補助対象経費）に対する補助金
③補助金　補助対象経費×1/3（上限7,500円）
　 検査1件あたり7,500円上限×530人＝3,975千円
　経費総額22,500円×530人＝11,925千円
　※県負担率2/3　7,950千円、市1/3　3,975千円
④対象者
令和３年１月８日から３月３１日までの間において、特別
警報Ⅱ（感染警戒レベル５）以上が発令されている期間内
にPCR検査又は抗原定量検査を受けた職員等
・対象施設
　市内に所在する共同生活援助事業所（５４事業所）

－ － － － － －
Ⅰ-２．検査体
制の強化と感
染の早期発見

㉑いずれも該
当しない

R3.1 R3.3 11,925 3,975 7,950 
R2補正
（地）

36 単

福祉サービス
事業所におけ
る新型コロナ
ウイルス感染
症の自主検査
費用補助事業

①福祉サービス事業所のうち、感染者等が発生した場合
にクラスターが生じる危険性の高い認知症対応型共同生
活介護事業所が、自主的に職員等に対して行ったＰＣＲ
検査等の費用に対し補助するもの
②検査料金、検体の郵送、配送料等その他検査を受ける
ために必要な経費（補助対象経費）に対する補助金
③補助金　補助対象経費×1/3（上限7,500円）
　 検査1件あたり7,500円上限×350人＝2,625千円
　経費総額22,500円×350人＝7,875千円
　※県負担率2/3　5,250千円、市1/3　2,625千円
④対象者
令和３年１月８日から３月３１日までの間において、特別
警報Ⅱ（感染警戒レベル５）以上が発令されている期間内
にPCR検査又は抗原定量検査を受けた職員等
・対象施設
　市内に所在する認知症対応型共同生活介護事業所（21
事業所）

－ － － － － －
Ⅰ-２．検査体
制の強化と感
染の早期発見

㉑いずれも該
当しない

R3.2 R3.3 7,875 2,625 5,250 
R2補正
（地）

37 単
緊急感染拡大
防止特別支援
金事業

―

①②長野県が松本市のうち、市街化区域内の酒類を提
供する飲食店等に対し、休業又は営業時間短縮を要請し
たことを受けて、区域外の飲食店等が感染リスク低減の
ため、県の要請に準じて、自主的に休業等を実施した場
合、市独自に１店舗一律20万円を支給するもの
③300事業所（市街化区域外の飲食店営業許可件数）×
200千円＝60,000千円
④県の時短要請に準じて、自主的に休業又は営業時間
短縮を行う、接待を伴う飲食店及び酒類の提供を行う飲
食店

○ ○ － － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R3.1 R3.3 60,000 60,000 
R2補正
（地）
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業

38 単

飲食店合同デ
リバリー・テイ
クアウト促進
事業

―

①飲食店では来店客減少によりアルバイト等の削減が進
み、個店単位でのデリバリー・テイクアウト事業への参入
が困難となっていることから、10以上の事業者が合同で
デリバリー事業等を行う場合、その費用について補助す
るもの
②デリバリー・テイクアウト事業を行う事業者への補助金
（補助率10/10、上限2,000千円）
③2,000千円×15団体（1団体は10以上の事業者が参加
するグループ）＝30,000千円
　 【2,000千円の根拠内訳】製作費760千円、宣伝費40千
円、消耗品費200千円、人件費（アルバイト等）1,000千円）
④10以上の事業者が参加してデリバリー・テイクアウト事
業を行うグループ

－ － － － － －

Ⅲ-１．観光・
運輸業、飲食
業、イベント・

エンターテイン
メント事業等
に対する支援

㉑いずれも該
当しない

R3.1 R3.3 30,000 30,000 
R2補正
（地）

39 単

新型コロナウ
イルス感染症
対応医療従事
者慰労金支給
事業

―

①新型コロナウイルス感染症が急速に拡大する状況下に
おいて、医療機関等の医療従事者及び職員等が心身に
負担がかかる中、強い使命感をもって、日々業務に従事
していることに対し、慰労金を給付することで、医療従事
者等の支援を行う。
② ・医療従事者等に対する慰労金
　　・対象医療機関等に対する事務手数料
③ ・慰労金（対象者7,495人）
 　　　　　　　  30,000円×6,362人＝190,860千円
　　　　　　　   20,000円×1,133人＝  22,660千円
                                            計　213,520千円
　　・事務手数料　600円×7,495件＝ 4,500千円
　    　　　　　　　　　　　　　　　合計　 218,020千円
④ ・対象者
　　　市内の対象施設に勤務する医療従事者及び職員等
　　・対象施設
　　⑴　新型コロナウイルス感染症患者専用の病棟又は
　　　病床を有する及び二次救急の指定を受けた医療機
　　　関で新型コロナウイルス感染症が疑われる発熱者
　　　に外来で対応する医療機関等
　　⑵　ＰＣＲ検査センター及び中信地域宿泊療養施設

－ － － － ○ －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R3.2 R3.3 218,020 218,020 

【慰労金支給の理由】
年明けから市中感染、介護事業
所や病院内での感染が発生し、
新規陽性者が顕著に拡大してい
ることから、1月8日に本市の長野
県感染警戒レベルが5(特別警報
Ⅱ発出）に引き上げられました。
当該事業所の従事者等は、感染
者あるいは感染すると重症化す
るリスクが高い患者と接触し、継
続して医療を提供することが求め
られています。相当程度心身に
負担がかかる中、強い使命感を
もって業務に従事している方々に
対し、慰労金を給付することで、
地域医療の維持を企図するもの
です。

R2補正
（地）

40 単

新型コロナウ
イルス感染症
対応介護従事
者慰労金支給
事業

―

①新型コロナウイルス感染者が発生した介護保険サービ
ス事業所（以下「事業所」という。）において、介護従事者
及び職員等が感染リスクが高い状況の中、介護サービス
提供の継続に努めていることに対し、慰労金を給付する
ことで、介護従事者等の支援を行う。
② ・介護従事者等に対する慰労金
　　・対象事業所に対する事務手数料
③ ・慰労金　　30,000円×300人＝9,000千円
　  ・事務手数料　600円×300件＝　180千円
　    　　　　　　　　　　　　　　　合計　 9,180千円
④ ・対象者
      利用者が感染又は濃厚接触者となった市内の事業
　　所に勤務する者で、利用者との接触を伴い、かつ、継
　　続して介護サービスを提供した者及び職員等
　　・対象施設
　　　新型コロナウイルス感染者又は濃厚接触者が発生
　　した市内事業所

－ － － － ○ －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R3.2 R3.3 9,180 9,180 

【慰労金支給の理由】
年明けから市中感染、介護事業
所や病院内での感染が発生し、
新規陽性者が顕著に拡大してい
ることから、1月8日に本市の長野
県感染警戒レベルが5(特別警報
Ⅱ発出）に引き上げられました。
当該事業所の従事者等は、感染
すると重症化するリスクが高い利
用者と接触し、継続してサービス
提供することを求められていま
す。相当程度心身に負担がかか
る中、強い使命感をもって業務に
従事している方々に対し、慰労金
を給付することで、地域介護サー
ビスの維持を企図するものです。

R2補正
（地）

41 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）
①各学校が感染症対策等を徹底しながら、夏季休暇期間
の短縮等により研修機会を逸した教職員に対し研修に必
要な経費を支援する取組及び児童生徒の学習保障をす
るため取組を実践するにあたり、学校教育活動の円滑な
運営を支援
②
ア：感染症対策等
　　　…感染症対策に必要となる物品の購入等経費
　　　　　34,560千円（消毒液、石けん、清掃用物品等）
イ：教職員の資質向上等
　　　…研修等に参加等するための経費
　　　　　5,760千円（受講料、図書購入等）
ウ：学習保障
　　…教育活動や家庭学習を実施する際に生じる経費
　　　　17,280千円（教材費、コピー用紙、インク、トナー
等）
③小中学校児童生徒数1-300人40万円×18校
　　　　　　　　　　　　　　　　300-500人60万円×20校
　　　　　　　　　　　　　　　　501人以上80万円×12校
④学校教育課で一括発注または各学校へ予算を配当し
学校で購入

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.4以降 57,600 57,600 28,800 28,800 

事業開始がR3.3である
ことから、事業を実施
する適正な期間を確保
することができないた
め

R2補正
（国）


